
申請受付期間

４月１日㈫～令和8年１月15日㈭
　※予算額に達し次第終了　　　　　　　　　　
　※申請する際は、必ず事前に相談してください

第２次村上市立小・中学校望ましい教育環境整備
問 学校教育課未来の学校創造室（☎75－8033）

■令和７年度は、次の学校で検討を開始します
・村上小学校・村上南小学校
・保内小学校・金屋小学校
・さんぽく小学校・山北中学校
【令和７年度検討開始校のスケジュール】

《進め方》
　４月～５月に、各校および各地域の区長会で説明会
を実施します。次に、統合に関する保護者へのアン
ケートを実施して、学校ごとに【Ⅰ統合検討会】を開
催します。保護者アンケートの結果を踏まえて、【Ⅱ
合同統合検討会】を実施します。
※�【Ⅱ合同統合検討会】では、使用する校舎や統合の
形態など統合後の子どもたちの望ましい教育環境を
検討します

■統合を計画している学校ごとの進捗状況
①村上第一中学校・村上東中学校
　令和６年度は合同統合検討会を４回開催して、現在
の村上東中学校の校舎を使用することおよび両校を閉
校することで合意しました。
　令和７年度は、保護者や区長、学校運営協議会委
員、先生方などの代表者による【Ⅲ統合推進委員会】
を立ち上げて、校名や校歌、制服などを検討します。
②岩船中学校・神林中学校
　３月11日㈫に、第３回目の【Ⅱ合同統合検討会】を
開催して、現在の神林中学校の校舎を使用することお
よび両校を閉校することで合意しました。令和７年度
は、【Ⅲ統合推進委員会】を立ち上げて、校名や校歌、
制服などを検討します。
③朝日地域の３小学校
　３月14日㈮に、朝日さくら小学校の関係保護者
(PTA・保育園父母の会)や区長会、学校運営協議会に
よる【Ⅰ統合検討会】を開催して、小川小学校、朝日
みどり小学校との３校同時による統合は行わないこと
になりました。今後、小川小学校、朝日みどり小学校
の２校で【Ⅱ合同統合検討会】を再開します。

詳細は、新潟県土木部河川
管理課のホームページを
ご覧ください。

荒川水系烏川流域を「特定都市河川」および「特定都市河川流域」に指定します
問 村上地域振興局地域整備部（☎0254－52－7955）・新潟県土木部河川管理課（☎025－280－5412）
　烏川流域では、令和４年８月の大雨により甚大な被害
が発生したことや、今後の気候変動により豪雨の激甚
化・頻発化が予想されることから、流域のあらゆる関係
者の協働による「流域治水」の本格的実践に向け、烏川
流域を「特定都市河川」および「特定都市河川流域」に
指定し、浸水被害の軽減を図ります。

　指定に伴い特定都市河川流域で1,000㎡以上の「雨水
浸透阻害行為」を行う際には、流出抑制のための
許可が必要です。

雨水浸透阻害行為の例

■烏川特定都市河川流域　位置図

雨水貯留浸透施設の例

※例は一部です

■雨水貯留槽
　地下に雨水を貯留する施設
■透水性舗装
　雨水が地中に浸透しやすい舗装
■雨水浸透ます
　雨水が浸透しやすい材料で作られたマス

出典：「地理院地図」を加工して作成

ホームページ

屋根雪下ろし命綱固定アンカー設置補助事業

市内で働く事業者を支援します

問 都市計画課建築住宅室（☎75－8947）

問 地域経済振興課経済振興室（☎75－8942）

ホームページ

ホームページ

ホームページ

　屋根雪下ろし時の転落事故を防止するため、命綱固定アンカーなどの安全対策設備の設置工事費用の一部
を補助します。
対象となる工事　屋根雪下ろし時の転落事故を防止するために行われる安全対策工事
　　　　　　　　①命綱固定アンカーを設置する工事
　　　　　　　　②転落防止柵を設置する工事
　　　　　　　　③上記①、②に付随する固定式昇降用ハシゴなどの設置工事
補助額　　対象工事費の３分の１（上限額10万円）
申請期間　４月１日㈫～11月28日㈮　
　　　　　※令和８年２月27日㈮までに工事を完了し、実績報告の提出が必要です
申請窓口　都市計画課建築住宅室
その他　　詳しい内容については、市ホームページをご覧ください

支援金の額
事業収入に応じて5,000円～50,000円

項　　目 内　　容 申請受付期間 ホームページ

産業支援プログラム
事業補助金

市内における新たな創業、商品開発・販路開拓の
ための事業へ補助金を交付
※�令和８年２月27日㈮までに事業を完了する必要
があります

４月１日㈫～
　令和８年１月15日㈭
※予算額に達し次第終了
※�申請する際は、必ず事
前に相談してください人材獲得・定着支援

事業補助金

人材獲得や職場環境の整備のための事業へ補助金
を交付
※�令和８年２月27日㈮までに事業を完了する必要
があります

エネルギーコスト負担軽減支援金【新設】

そのほかの支援事業

令和７年度　未来に向けた住まいづくり推進事業補助金

省エネ設備導入支援補助金

　エネルギー価格高騰などの影響を受けている市内
事業者の負担軽減を図り、事業継続を支援します。

対象者の要件
　市内に事業所を有する法人・個人のうち、事業収入が
200万円以上あることなど
　※�事業収入には、個人の農業、林業（山林所得）、漁業、
不動産、雑所得（シルバー人材センターなど）は含み
ません

補助金の額
通　常　額：補助率５分の１（上限額  20万円）
診断実施型：補助率２分の１（上限額100万円）

対象者の要件
市内に主たる事業所を有する中小企業者など

　事業者がコスト削減のために実施する省エネ設
備の導入に対して支援します。

申請受付期間 　４月１日㈫～６月30日㈪

① ②

など

４月１日㈫から、随時申請を受け付けています。
申請受付期間  予算額到達時または、12月26日㈮まで
申請受付場所  地域経済振興課または各支所産業建設課

省エネ設備エネルギーコスト
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